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〈論文〉

経営理念浸透施策に対する従業員の知覚と理念共有
―施策の熱心さ、押付感、日常業務配慮の知覚の影響―

Employees’ perception towards the organization's measures on sharing 
corporate values, and the effects on employee’s sharing corporate value

西　村　知　晃＊
Tomoaki NISHIMURA　

要  旨

　経営理念浸透施策に対する従業員知覚の理念共有への影響を、定性・定量

データ両方から検討した。特にＡ社33名の定性的調査から抽出された施策の

「熱心さ」「日常業務への配慮」知覚、及び施策の「押付感」知覚について、2,906

名のデータで定量的に検証を行った。その結果、前者は従業員の理念共有を促

進し、後者は停滞させることが分析された。これらの分析を踏まえ、経営理念

浸透施策を企画・実施する際の視点や思考の在り方について議論がなされる。
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１．本研究の目的　―経営理念浸透研究の課題―

　本研究は、組織が実施する経営理念浸透施策に対して従業員がどのように知

覚するかが、その従業員の理念共有度にどのように影響を与えるのかを実証的

に研究するものである。後節で紹介されるとおり本論文の調査対象では、特に

組織の施策実施の熱心さや日常業務への配慮、そして押付感といった従業員の

知覚に焦点が当てられ、その知覚が理念共有度にどのような影響を与えるかが

検証される。

　経営理念とは、創業者或いはいずれかの経営者が日々の経営課題に取り組む

中から誕生した経営の指針や、経営の大義を表明したものである。そして、そ

の経営者らの価値観や信念を、組織全体の価値規範にするべく言語化・抽象

化・体系化したものである。

　その経営理念は、長らく企業経営で重要視されている。古くは著名な実業

家らの経営精神への注目に始まる。1980年代には、高業績企業における「強

い文化」の一源泉として経営理念が注目された（Peters & Waterman，1982；

Collins and Porras，1994）。その後、コーポレート・アイデンティティ・ブー

ムやCSR経営の高まりの中で、経営理念の見直しが行われた（田中，2006；横

川，2010a）。そして、国際経営において国籍・文化の異なる社員同士をつな

ぎ合わせる「グローバル接着剤」としても注目されている（Bartlett & Ghoshal，

1995；古沢，2008）。このように経営において理念が重視されるのは、組織に

与える順機能が存在するからである。指針として組織内を統率する「内部統合

機能」、存在意義を社会に示す「外部適応機能」、意思決定の拠り所となる「経

営実践機能」など、さまざまな順機能が確認されている（北居・松田，2004；

横川，2010a）。

　すると、企業経営において、経営理念が組織の隅々まで浸透することが望ま

れるようになり、経営理念の浸透研究が行われるようになった。その浸透施策

としては、常にSchein（2010）の２つの価値浸透メカニズムに基づいた施策が
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検討されてきた（北居・田中，2009；横川，2010b；高尾・王，2012）。１つは、

経営者らの一貫した行動や関心によって理念を教え示す一次埋め込みメカニズ

ムである。もう１つは、物質的・言語的シンボルなど人工物を用いて、一次埋

め込みメカニズムを補強する二次メカニズムである。理念研修の実施や人事評

価項目への反映、物語や伝記、ポスター等といった人為的創作物の配布によっ

て補強していく施策である。

　しかし、これらの浸透研究は、施策を施された従業員がその影響を一方的に

受動する刺激―反応モデルを前提としている。経営陣の言動に対する従業員の

センスメイキング（sensemaking）、理念唱和を行うことやポスターの内容に対

する個々人の評価、人事評価で行動を強制されたり制約されることへの認識な

ど、従業員の施策に対する知覚が看過されており、その限界を指摘されている

（松岡，1997；西村，2021）。

　そこで次節では、この限界を乗り越えるべく西村（2021）で援用を提案した

P. WrightおよびL. Nishiiの「人的資源施策効果検証モデル」を紹介する。

２．経営理念浸透研究へのHRMモデル援用
　　　―施策に対する従業員知覚の導入―
　経営理念浸透の研究は、組織行動論領域で盛んに行われてきた一方で、Wright 

& Nishii（2012）の研究は人的資源管理論（Human Resource Management，以

下，HRM）に属する。そのHRM領域はマネジメントという言葉が含まれると

おり、人的資源に対して行う施策（HR practice）の効果に関する研究が多く行

われている。そのような中、特にWrightとNishiiは、Schneider（1987）の”The 

people make the place”（人々の存在無くして組織は形成されず、人と組織両

方のことを同時に考える必要があるという主張）に呼応して、人的資源施策に

対する従業員の知覚を重視したモデルを構築した。それが、下図１．の人的資

源施策効果検証モデルである。

　このモデルは、５つのステップで構成されている。先ず、①「意図された人
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的資源施策」とは、その組織の意思決定者や運営者が、望ましい効果や結果を

引き出せると信じてデザインした人的資源施策の内容を指す。つまり、経営

者や人事担当部門等が企画した当初の施策目的・内容を指すものである。次

に、②「実際に実施された人的資源施策」である。この段階が挿入されている

のは、実際に施策の運用段階で、各ライン、各部署に展開しようとした際、政

治的、制度的、はたまたその時点では合理的とされる理由等によって、当初の

意図とは異なるかたちで実施されるようになることに注意を払うためである。

そして、③「知覚された人的資源施策」は、従業員によって主観的に知覚され、

解釈された人的資源施策の内容や意図である。ここまで述べてきた通り、従業

員の受け止め方や価値判断の影響で、施策の効果も変わってくると想定されて

おり、本研究でも特に注目するところである。その後、④「従業員の反応」と

いうように、③の人的資源施策内容やその意図の知覚に基づく、従業員の情緒

的、認知的、行動的な反応等が検証される。最後に、⑤「組織の成果」であり、

従業員の反応の総和が組織の経営指標に与える影響を捉えるものである。

　前節で述べた通り、経営理念浸透研究では、経営理念浸透施策に対する従業

員の知覚が看過されてきたが、このモデルには③「従業員に知覚された人的資

源施策」というステップが組み込まれている。そして、このモデルに基づき分

析を行うことで、知覚の影響が④「従業員の反応」としての理念共有度にどの

ような影響を及ぼすのかを捉えられる可能性がある。

　そこで本研究では、定性的調査と定量的調査のトライアンギュレーションに

よって、経営理念浸透研究における人的資源施策効果検証モデルの有効性を検

証していく。先ずは第３節で、企業Ａ社の理念浸透施策に対するＡ社従業員の

知覚と反応を定性的に分析し、仮説を構築する。次に第４節では、仮説に基づ

いて、国内企業で働くビジネスパーソンに定量調査を行い、その統計解析を行

う。

　尚、④「従業員の反応」から⑤「組織の成果」につながるパスの検証について

は、大サンプルの企業データを取得する必要があり、今回の調査では実施でき
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なかった。その点は、本研究の限界であることを予め述べておきたい。

３．定性的分析
　　―Ａ社経営理念浸透施策に対するＡ社従業員の知覚から―
　本研究が定性的調査（インタビュイー33名）を行ったＡ社は、創業から約

100年を経て世界35ヶ国に拠点を展開した従業員約４万人の電子機器メーカー

である。およそ10年前にトップが創業家から新社長に交代し、その事業承継

の目的において経営理念浸透施策が全社ぐるみで大々的に行われた。

　その取り組みは、理念と仕事のつながりについて話し合うダイアログ会議、

階層別研修における理念教育、朝の理念唱和、社内報やパンフレットの配布、

メーリングリストにおける理念実践事例の喧伝など多岐に亘る。

　その中でも特に力を入れて行われたのが、各職場の理念実践事例を募集し、

その良例をグローバル式典で表彰するというものである。企画当初は社長直下

のプロジェクトとして、人事担当部門で日夜会議が行われていたという。そし

て、活動４年目にはプロジェクトを拡大し、海外拠点の人事担当もメンバーに

加わって、海外拠点の従業員にも展開した。このような熱のこもった取り組み

のもと、４年間で従業員の理念実践事例提出が約4,200件、参加者は38,000人

にのぼった。この拡大のスピードは驚異的である。この調査インタビュイーの

多くは表彰受賞者らであるが、会社の施策の「熱心さ」を評価するコメントが

聞かれた。
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図１．Wright & Nishii（2012）の p.101 と p.103 を元に、著者が訳して作成。
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会社側の理念に対峙して、自分たちがどれだけ役に立っているか、どのよ

うな技術で役立っているのか、その考え方や姿勢はどういうものか、とい

うことを考えたり、お互いにみんなで知ることができる機会が一杯増えて

いる。取り組み自体が年々活発化して、凄く良い方向に進んでいる。

（センサー開発Ka氏）

「普段から仕事でやってるものが、企業理念にどう当てはまるのか？」と

考える機会が設けられたのは、会社も、とても大事なことやったなぁ…と

感じました。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（アプリ開発Ｍ氏）

　しかしながら、インタビューを行う中で聞かれたコメントは必ずしも「熱心さ」

を評価する声一色ではなく、幾らかの社員からは不満のコメントも聞かれた。

　それは、会社の施策が理念共有を図るという主目的よりも、実践事例の提出

件数を増やすという手段が目的化しているという不満であった。

やること（＝理念実践事例の提出をすること）が目的化されつつあって、

今は元々社長が思っていらしたような、本当にチャレンジを促進するよう

な活動になっているのか？というのは、実は少しクエスチョンですね。去

年より応募件数を増やそうって。　　　　　　　　（研修ソフト開発Ｆ氏）

部門毎に何件出せみたいな、そういう拘束条件が降りてきて、（提出した

事例が）経営陣にまで上がるんで、部長や課長が経営陣に怒られないよう

なテーマをピックアップして指示出すというのが…　そういう実態もある。

（AI開発Ｉ氏）

最初は、その…　強制というのもある意味大事（中略）ただ、（理念のこ

とを）常に考えているかとか、それを言葉でわざわざ人に落としたとして
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も、その人がそのこと（施策）に対してイエスの認識を持ってないと、た

だ（理念に）かぶれているだけになって逆効果になるじゃないですか。

（アプリ開発Ｏ氏）

エントリー数が年々増えているとか、何かそういう定量目標を立てるのは

すごく重要だと思うんですけど、それをどんどん現場に押し付けていく

と、「とりあえず出した」ものも増えて、みんなが結局とりあえず出して

いる感じ。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（コード開発Ｋ氏）

　施策を推進するため、活動全体の目標を具体的な目標に落とし込んで各部署

に割り当てることは、改善提案活動等名目を問わずしばしば行われる。そし

て、施策を軌道に乗せていくには、幾らか押付け気味に着手することも必要と

なるだろう。しかしながら、施策に注力する中で目標達成の呼びかけが強くな

り過ぎると、従業員にとってはノルマのような「押付感」に受け取られてしま

いかねない。特に、本ケースのように社長みずからが尽力するプロジェクトで

あれば、目標を配賦された部門トップは、自己の義務に対する献身から懸命に

事例提出を呼び掛けるかもしれない。あるいは、他部門との競争意識や地位向

上のための政治も混在しながら、自部門従業員に強く事例提出を要請すること

も生じ得るだろう。そのような献身や政治が、事例件数というインプット数値

や手段を目的へと転移させてしまい（Merton，1957；Muller，2018）、従来の

意図であった従業員の理念共有を阻害する状況も生じた。

　このような状況に対して理念共有施策を推進する人事担当者らは、「押付感」

を少しでも払拭するため、理念実践事例の提出条件を簡素化した。無理に新た

なテーマを立てて事例づくりに取り組むのではなく、今行っている日常業務上

の事例をそのまま提出するルールに変更した。遂行している業務のなかで経営

理念を体現していると思われる事例を拾い上げて提出していく仕組みである。
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ふだんの仕事と一緒だって言っているのに、何となく、企業理念と言い出

した途端に日常から離れてしまうみたいな…（中略）実は、普段やってる

ことが経営理念そのものだよという感覚からはどこか離れちゃっていたん

ですよね。

なので、理念活動の進化型として「理念の日常化」というところで、ウチ

の会社らしい活動にしていこうと考えて

（理念浸透施策 推進担当者Ｕ氏）

　例えば会計部門では、以前から顧客提供価値を算出する会計式を用いて、各

部署に顧客価値向上をコンサルティングして回る活動を行っていたが、顧客に

貢献するという経営理念と接合できることから、Ｕ氏は同活動を理念実践事例

として取り上げるように会計部門に提案した。

　以上のようなＡ社の一連の経緯をWright & Nishii（2012）の人的資源施策効

果検証モデルで表すと図２．になるだろう。組織が理念共有施策に熱心に取り

組むなかで、それが従業員に好意的に知覚されれば、従業員も理念共有に身を

乗り出してくれるかもしれない。但し、施策への過度の献身により、理念共有

という目的よりも施策遂行に意図が転じてしまい、そのために従業員が「押付

感」を知覚してしまうリスクもあるかもしれない。そこで、従業員の日常業務

に配慮した活動が行われれば、再び従業員の理念共有を促進してくれるかもし

れない。

　本節で取り上げられた各種施策は、Ａ社特有の施策である。しかし、組織施

策の熱心さや押付感、日常業務への配慮といった従業員知覚は、他社の異なる

施策においても認知される可能性が高い。よって、以下の仮説を立てて、次節

で定量データによる検証を行う。

仮説１．組織が行う経営理念浸透施策の「熱心さ」の知覚は、その従業員の理

念共有に正の影響を与える。

仮説２．組織が行う経営理念浸透施策の「押付感」の知覚は、その従業員の理
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念共有に負の影響を与える。

仮説３．組織が行う経営理念浸透施策の「日常業務への配慮」の知覚は、その

従業員の理念共有に正の影響を与える。

図２．Ａ社定性的分析に Wright & Nishii（2012）のモデルを適用した図（著者作成）
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４．定量的調査の概要

　前節で形成された３つの仮説を検証するため、本研究では定量的調査も行っ

た。定量的分析で用いるデータは、2018年10月17日から10月26日の間にGMO

リサーチ株式会社に依頼し、全国の企業で働く総合職社員を対象に行った調査

データである。

　収集に際しては、予めストレートライナー（例えば、回答をオール５やオー

ル１で答える回答者）のデータを省くように依頼した。また、トラップ質問と

して設けていた「離職意思」２項目の回答が大きく乖離しているデータ、「離

職意思」と「残留意思」間の極端に近似しているデータなども排除した。そう

して最終的に分析したデータはＮ＝2,906となった。属性は、平均年齢35.38歳

（標準偏差［以下，SD］＝9.42）、男性2,621名（90.2%）、女性285名（9.8%）、平

均勤続年数9.02年（SD＝8.07）、平均転職回数0.79回（SD＝1.276）である。所

属する企業の従業員規模および調査対象者の役職は表１．のとおりである。

表１．所属企業の従業員規模と役職

（著者作成）

　使用した尺度について、結果変数となる「従業員の理念共有度」を測定する

尺度は、高尾・王（2012）の「理念の認知的理解」３項目、「理念への情緒的共
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感」３項目、「理念への行動的関与」５項目、および横川（2010b）の「理念の行

動規範化」に関する１項目を援用した。そして、最尤法・プロマックス回転に

よる確証的因子分析を行った。

　その結果、因子負荷量の少なさから３項目の脱落はあったものの、表２．

のとおり、２つの因子に分かれた。調査対象者数が2,906名と多いことか

ら、適合度を測るカイ２乗は有意になってしまうため、RMSEA（Root Mean 

Square Error of Approximation：平均２乗誤差平方根）を計算した。その結果、

REMSA＝0.0589となり、0.05未満で文句なし、0.08未満で適合度は良好と判

断されることから（小田，2007，p.203）、当該因子に決定した。

　各因子の構成概念について検討すれば、高尾・王（2012）同様に「認知的

理解」「情緒的共感」「行動的関与」の３因子に分かれることを想定していた

が、本調査では「行動的関与」と「情緒的共感」の項目が混在する結果となっ

た。但し、このような結果は必ずしも本調査に限ったことではなく、高尾・王

（2012）の調査対象企業の１社でも「行動的関与」と「情緒的共感」が混在し、

２因子の分離に留まっている（p.61）。また、橋本（2017）でも「行動的関与」

の項目が「能動的行動関与」と「受動的行動関与」に分離した４因子モデルが採

用されている。本研究の調査対象者についても、例えば、経営理念浸透施策が

行われる中で共感という言葉が頻繁に流布され、意識下における経営理念への

共感とその行為の弁別も行われにくくなったのかもしれない。

　今後とも精緻化を図っていなかければならないが、２因子構造にも積極的な

意義を持った構成概念が検討できる。それは、「理念に対する身体性・共感」

と「理念の認知・理解」という概念である。後者については、高尾・王（2012）

の「認知的理解」という概念をそのまま援用できるだろう。理念の内容を理解

し、それを自分も説明できるという概念である。しかし前者については、表

２．のとおり、理念を参照した行動だけでなく、行動から理念への立ち返り

や、理念と自分の価値観との共通感覚といった内容が混合している。近年の認

知科学を眺めれば、認知から行動という一方向の知能の働きだけでなく、身体
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と環境との相互作用から得られる感覚情報を通して言語の意味を内に生成して

いくといった身体性の議論も盛んになっている（cf.安西・岡田，2014；Pfeifer 

and Bongard，2010）。よって、言語で表現される経営理念に対して個々人が

行動してみることを通じた身体的感覚から、その意味に接近するような、つま

り、感得するといった因子とも捉えられる。

　本研究においては、当該因子にこのような積極的な意義も付与しながら、従

業員の理念に対する接近を表す指標として、この後の分析に使用する。

表２．従業員の理念共有を測定する尺度の確証的因子分析

（著者作成）

　また、仮説を検証するために、組織の経営理念浸透施策に対する従業員知覚

を尋ねる尺度として、大きく３つの概念構成を企図し、オリジナルの質問項目

を作成した。１つ目は、施策の「熱心さ」に対する知覚を測定するものである。

２つ目は、施策の「押付感」の知覚を測定するものである。そして３つ目は、

施策実施上の「日常業務への配慮」知覚を測定するものである。それぞれ順に、

３項目、７項目、３項目をオリジナルで作成した。
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　その探索的因子分析の結果が表．３である。３項目が脱落したが10項目は表

の通り２つの因子に分かれて収束した。施策の「押付感」に関しては、企図し

ていた通りにまとまる形となったが、施策の「熱心さ」知覚については、「日常

業務への配慮」知覚の項目が混在した。因子の平均値は2.96（SD＝0.813）と

それほど高くないため、現実に多くの組織でそのように知覚される施策が実施

されているとは限らない。しかしながらその構成を見れば、組織の行う施策に

対して、従業員は「熱心さ」だけでなく、そこにある「日常業務への配慮」にも

焦点を当てて組織の施策を評価しようとする様子をうかがうことができる。従

業員にとってみれば、組織的な取り組みとして熱心であることのなかに自分た

ちの日常業務にまで熟慮がなされていることも、好ましい施策として知覚する

のであろう。この因子を「配慮ある熱心な活動」と銘打って、ここからの分析

を進めていく。

表３．組織の経営理念浸透施策に対する知覚を問うオリジナル質問項目の探索的因子分析

（著者作成）
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５．定量的分析の結果

　前節で抽出された因子同士の重回帰分析を行うために、統制変数の検討も

行った。「勤続年数」、「転職回数」、「従業員数」、「役職」の４項目を選択した。

「勤続年数」が長くなるほど、その企業の経営理念に馴染みが深くなり、理念

共有にも影響を与えると考えた。「転職回数」については、組織社会化研究を

参照すれば、転職者は新人（newcomer）として職務や人間関係と一緒に、組

織の価値観についても学ぶ必要が生じるとされている（Ashforth，Sluss and 

Harrison，2007）。よって、転職回数が増えるほど一から学び直す苦労が積み

重なるため、理念共有に負の影響等も生じると考えた。「従業員数」は表１．

の区分によるが、従業員数が多いほど、経営理念共有施策に多くのコストを割

くことができると想定した。「役職」も表１．の区分によるが、管理職や役員

など上位職ほど、創業者や経営者とともに規範的に理念を重視し、また、理念

浸透エージェントとして部下指導のために自ら理念を学習することも想定され

る。以上のような根拠から、４つの統制変数を投入して分析した。

　その結果が、表４．である。「配慮ある熱心な活動」は、従業員の理念共有

度を測るいずれの尺度にも強い正の関係を示した。因子のなかに、組織が行う

理念浸透施策の熱心さと活動の日常業務感づくりの両方が統合されたため、仮

説１と３両方をいっぺんに検証するかたちとなったが、予想どおり正の関係

性が示された（β＝0.515，ｐ＜.001）。従業員は、組織の施策の熱心さとそこ

に内包される日常業務への配慮を知覚すると、理念を共有しようとするのだろ

う。
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表４．「配慮ある熱心な活動」「理念の押付感」の重回帰分析

（著者作成）

　一方で「理念の押付感」は予想に反し、「理念の認知・理解」に対して僅かな

がら正で有意な関係（β＝0.038，ｐ＜.05）を示し、「理念の身体性・共感」に

は有意な関係を示さなかった。よって、仮説２は支持されなかった。

　しかしながら、回帰係数や因子間の関係等も踏まえて、この統計結果をもう

少し詳細に読み解きたい。組織は、経営理念を従業員に伝えるためにも様々な

施策を行うが、それは当初、押し付けも伴うだろう。何らかの力が作用しな

ければ、従業員自ら経営理念に注目することは生じないかもしれないからだ。

よって従業員も当初は押付感を感じながらも、理念をいくらか頭で理解しよう

する。それは、第３節の定性的調査でも「最初は、強制というのもある意味大
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事（Ａ社アプリ開発Ｏ氏，p.5参照）」と述べていた内容と符合している。

　ただ、表３．において「配慮ある熱心な活動」と「理念の押付感」の因子間相

関が0.573（ｐ＜.01）と高い数値になっており、熱心さが押付感に転じる可能

性が示されている。また、「理念の押付感」と「理念の認知・理解」との回帰係

数がかなり低かった（β＝0.038，ｐ＜.05）ことを踏まえると、組織の施策の

熱心さが強い押付感に転じて従業員に知覚されてしまえば、従業員は理念を深

く理解しようとはしなくなることが考えられる。まして、理念に沿った行為を

実践したり、感得して心に響かせていくような身体性・共感を生むことも困難

になると考えられる（β＝0.021，ns）。よって、「理念の押付感」は、従業員の

理念共有を停滞させる可能性があるだろう。第３節の定性的調査にあったよう

に、熱心さが、施策の過度の厳守という手段の目的化を招いて、強い押付感へ

と転じないように工夫しなければならない。Ａ社取り組みのように強い押付感

が広がることを回避すべく、従業員に配慮した施策改善が望まれるだろう。

６．結論

　本研究は、経営理念を共有するために組織が実施する浸透施策に対して、従

業員がどのように知覚し、その知覚が従業員の理念共有にどのように影響を与

えるかを実証的に研究した。施策に対する従業員の知覚と、それがもたらす理

念共有の状況を把握し、次の施策改善に充てようとする組織の思考枠組みが理

念共有の新たな方途発見を促進するだろう。

　本稿では特に、Ａ社定性的調査から抽出された施策の「熱心さ」、「押付感」、

「日常業務への配慮」という従業員知覚に焦点を当てて検証を行った。経営理

念の作者（創業者・経営者）と読者（従業員）は、そもそもは別の人間である

（北居，1999）。そして、経営理念の浸透とは、別の人の価値観に理解や共感

をしてもらおうという営為でもある。そうであれば、価値観を浸透したいとい

うとき、作者と読者双方の歩み寄りが生じるような理念の「共有（share）」を
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目指して、熱心で丁寧な活動が必要とされるだろう。施策に他意が入り込むよ

うな押付感が生じると、従業員の歩み寄りは停滞してしまうと考えられる。

　尚、今回の研究ではＡ社一社の調査による仮説導出に留まること、理念共有

度を表す尺度精緻化の必要性、より大サンプルの企業データによる組織成果と

の関係検証など、研究上の限界も存在する。今後の課題に据えて、更なる探求

に励んでいきたい。
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